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Ⅰ．事業報告の「２．(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」 
 

１．当社取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
(1) 当社の企業理念を実践し、法令、定款その他企業倫理を遵守した企業経営を実現するため、当

社の役員及び従業員が遵守すべき行動規範を定める。 
(2) 取締役を対象としたコンプライアンス研修を定期的に実施して、取締役としての職務を果たす

上で必要となる法令、定款等に関する知識の周知をはかる。 
(3) 取締役会は、法令、定款、社内規則並びに上記の行動規範に基づいて、経営上の重要事項の決

定を行うとともに、取締役の職務執行を監督する。 
(4) 取締役会は、代表取締役の指揮命令下でその職務執行を分掌する執行役員を選任し、監督する。 
(5) 取締役会は法令及び取締役会規則に基づいて原則として月１回開催する。 
(6) 代表取締役及び執行役員は、取締役会においてその職務の執行状況を報告する。 
(7) 監査役は、法令及び社内規則に定める監査基準に基づいて、取締役及び執行役員の職務執行を

監査する。 
２．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、取締役及び

監査役等が必要に応じて閲覧可能な状態で適正に保存及び管理する。 
① 株主総会、取締役会、その他取締役が出席する重要会議に関する議事録及び関連資料 
② 取締役が職務執行に関して決裁した重要な文書（稟議申請書及び関連資料等） 
③ 取締役が職務執行に関して作成した重要な文書（契約書、覚書、報告書等） 
④ その他取締役の職務執行に関する重要な文書 

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(1) 全社的なリスク管理に関する規則を整備し、定期的に社内に存在するリスクに関する評価と管

理を行う。 
(2) 自然災害、その他会社に著しい損害を及ぼすおそれのある緊急事態が発生したときの危機管理

体制について、規則を整備し、社内への周知徹底をはかる。 
(3) 当社子会社については、当該子会社の規模や業態等に応じ、当社から派遣する取締役又は監査

役並びに子会社管理を所管する専門部門を通して、前２号に準じた体制を講じさせるものとする。 
４．当社取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制 
(1) 執行役員及び従業員を通じて行う取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、職務分掌を規

則で定め、権限と責任を明確にする。 
(2) 当社子会社についても、前号に準じた職務分掌を規則で定め、権限と責任を明確にする。 

５．当社使用人、当社子会社取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制 

(1) 当社の企業理念に基づいて使用人がとるべき行動規範を定め、その違反に対しては、就業規則
等の社内規則に基づいて適正な処分を行う。 

(2) 研修を通じて、業務に必要な法令知識及び上記の行動規範の当社及び当社子会社の使用人への
周知徹底をはかる。 

(3) 社外の有識者も委員に加わった社長直轄のＣＳＲ委員会とコーポレート・コミュニケーション
部に設置するＣＳＲ室が中心になり、コンプライアンス体制の整備を含むＣＳＲの推進を行う。 

(4) 当社子会社の役職員からの内部通報も受理する内部通報窓口を通して、当社及び当社子会社内
での法令違反等に関する情報の迅速な収集と適正な対応を可能にする。 

(5) 当社は内部監査部門による監査を定期的に実施する。当社子会社については、規模や業態等に
応じ、当社から派遣する監査役を通して、また、内部監査部門を有する子会社においては当社
及び当該子会社の内部監査部門が連携して定期的に監査を実施する。 

６．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
(1) 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項については、当社から派遣する取締役又は監査

役、子会社管理を所管する専門部門、もしくは、各担当部門が存する事項については当該担当
部門を通して、定期的に当社への報告を行う。 

(2) 当社子会社において非常事態が生じた場合、速やかに当社への報告を行う。 
７．当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項 
 監査役が必要とする場合、監査役の職務を補助する使用人を選任する。使用人の人選等について
は監査役会の意向を尊重し、協議の上決定する。 

８．７の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
 監査役の職務補助者として選任した使用人は、監査役から要請を受けた業務に関して上長の指揮
命令を受けないものとし、当該使用人の異動、評価、懲戒については、監査役会の意見を尊重して
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決定する。 
９．当社監査役への報告に関する体制 

(1) 当社の取締役及び執行役員は、当社監査役が出席する取締役会その他の重要会議において、担
当する職務の執行状況を随時報告する。 

(2) 当社の取締役、執行役員及び使用人は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事
実を発見したとき、直ちに監査役に報告する。 

(3) 当社子会社の役職員から当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した旨の内
部通報がなされた場合、内部通報窓口の担当者は直ちに当社監査役に報告する。 

(4) 当社及び当社子会社は、前２号の報告又は内部通報をした者に対して、当該報告又は当該内部
通報を理由として不利な取り扱いを行わない。 

(5) 稟議書、取締役会等の重要会議の議事録、内部監査部門が作成する監査報告書、その他監査役
の監査業務に係わる重要書類については、監査役に回付する。 

10．当社監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
  監査役よりの、職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の請求については、職務の執行に

必要でないと証明できる場合を除き、速やかに処理を行う。 
11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 監査役と内部監査部門は意見交換を密にして堅密な連携を保ち、各監査業務が効率的かつ実効
的に行われるよう相互に協力する。 

(2) 監査役と会計監査人は定期的に会合をもち、各監査業務が効率的かつ実効的に行われるよう相
互に協力する。 

12．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
(1) コンプライアンス及びリスク管理について 

・コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方や枠組みを定めた積水ハウス株式会社コーポ
レートガバナンス基本方針を制定し、公表しております。 

・リスク管理体制の適切な構築やその運用状況における実効性の確保を図り、取締役会の諮問機
関としてリスク管理委員会を設置しております。 

・企業理念・行動規範、積水ハウスグループ企業行動指針・企業倫理要項を掲載した小冊子を当
社及び当社子会社の役員・使用人に配布し、周知・遵守を図っております。 

・当社使用人及び当社子会社の役職員を対象としたリスクマネジメント研修を定期的に実施して
おります。 

・海外子会社の財務報告に係る内部統制システムについては、経理財務部内に海外内部統制推進
室を設置し、その構築・整備を進めております。 

・社内・社外の窓口にて相談を受け付ける内部通報制度として、積水ハウスグループ企業倫理ヘ
ルプライン（ＳＣＳシステム）及び積水ハウスグループ取引先企業倫理ヘルプラインを設置し
ております。 

(2) 職務の執行の効率性の確保について 
・当社は業務執行の機動性を確保し、執行責任の明確化を図るべく、執行役員制を導入しており

ます。執行役員は、四半期毎に取締役会へ業務執行の状況を報告しております。 

・当事業年度においては、取締役会を 11 回開催した他、会社法及び定款の規定に基づく書面決

議を１回実施いたしました。 
(3) 監査役監査の実施について 

・監査役会は、監査計画を策定し、当該監査計画に基づき、事業所の実査や、取締役及び執行役
員等に対する担当業務におけるリスク・課題についてのヒアリングを、計画的に実施しており
ます。 

・監査役の職務を補助すべき使用人を複数選任し、監査役会の事務局運営や監査役の報告の徴求
等監査役の職務遂行に必要な事項を補助しております。 

(4) 子会社の業務の適正性の確保について 
・当社各部門が各担当業務に応じて子会社の業務を指導、監督するほか、一部の子会社について

は、当社から取締役、監査役を派遣し、業務執行を監督、監査を行っております。 
・子会社管理の専門部署を設置し、各子会社の業務執行状況について、随時又は定期的に報告を

求めるほか、業務基準の整備等を進めております。 
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Ⅱ．連結計算書類の連結注記表 

 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 

(1) 連結の範囲 
連結子会社の数 225 社 

積和不動産㈱、積和不動産関東㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産九州㈱、積和不動産

東北㈱ 他 

子会社 225 社は全て連結しています。 

連結範囲の異動状況 

新規設立等に伴い 27 社増加しています。また、７社が合併又は清算により減少しています。 

 

(2) 持分法の適用 
持分法を適用した関連会社の数 26 社 

鳳ホールディングス㈱、アルメタックス㈱、日本パワーファスニング㈱ 他 

関連会社 26 社の投資については全て持分法を適用しています。 

持分法適用範囲の異動状況 

持分出資により５社増加しています。また、２社が売却又は清算により減少しています。 

 

(3) 連結子会社の事業年度 
連結子会社のうち、積水ハウス・SI アセットマネジメント㈱他２社の決算日は３月 31 日です。また、決算日が５月 31 日、11 月

30 日の連結子会社がそれぞれ１社あります。連結計算書類の作成にあたっては、１月 31 日現在で仮決算を行いその計算書類を使

用しています。 

SEKISUI HOUSE AUSTRALIA HOLDINGS PTY LIMITED 他 178 社の決算日は 12 月 31 日です。連結計算書類の作成にあた

っては、子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ています。 

 

(4) 会計方針 
① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券 …………………………………………………………………………………償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの……………………………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの………………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

ロ デリバティブ……………………………………………………………………………………………………………時価法 

ハ たな卸資産 

未成工事支出金、分譲建物、分譲土地、未成分譲土地…………………………………………個別法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

その他のたな卸資産……………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）……建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用していま

す。 

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。 

リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。なお、リース取引

開始日が平成 21 年１月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を採用しています。 

③ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞 与 引 当 金……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計

上しています。 

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 
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完 成 工 事補 償引 当 金……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、過去の完成工事及び分

譲建物に係る補修費等の実績を基準として計上しています。 

役 員 退 職慰 労引 当 金……役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく連結会計年度末現在の要支給

額を計上しています。 

④ 退職給付に係る会計処理の方法 

イ 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準

によっています。 

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。ま

た、過去勤務費用については、５年による定額法により按分した額を発生した連結会計年度より費用処理することとしてい

ます。 

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

イ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 

ロ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。 

⑥ のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、実質的判断による償却期間の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他については５年間で発生した連結会

計年度より均等償却を行っています。なお、金額が僅少なものについては発生した連結会計年度に一括償却しています。 

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用

しています。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

・外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引をヘッジ手段としています。 

・借入金をヘッジ対象として、金利スワップ取引をヘッジ手段としています。 

ハ ヘッジ方針 

為替及び金利等の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は外貨建取引高

の範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は対象となる有利子負債の範囲内に限定しています。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の変動額が概ね 80％から 125％の範囲内にあることを検証しています。ただし、為替予約取引につ

いては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、

ヘッジの有効性評価を省略しています。 

⑧ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、不動産賃貸事業を主要な事業とする連結子会社におけ

る固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っていま

す。その他の控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用としています。 

⑨ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。なお、在外

子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しています。 

⑩ 支払利息の取得原価への算入 

在外連結子会社については、所在地国の会計基準に従い、不動産開発事業に要した資金に係る支払利息を取得原価に算入して

います。なお、「分譲建物」、「分譲土地」、「未成分譲土地」及び「建設仮勘定」の期末残高に含まれる支払利息はそれぞ

れ 7,321 百万円、2,287 百万円、515 百万円、526 百万円です。 
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(5)会計方針の変更 

企業結合に関する会計基準等の適用 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日、以下「企業結合会計基準」という。）、「連結

財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日、以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日、以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年

度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、

取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しています。また、当連結会計年度の期首以後実施さ

れる企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連

結計算書類に反映させる方法に変更しています。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っています。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項(4)、連結会計基準第 44－５項(4)及び事業分離等会計基

準第 57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しています。 

これによる連結計算書類に与える影響はありません。 

 

平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平

成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しています。 

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。 

 

(6)追加情報  
法人税等の税率の変更等による影響 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成 28 年

法律第 13 号）が平成 28 年３月 29 日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費

税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 85 号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図

る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成 28 年

法律第 86 号）が平成 28 年 11 月 18 日に国会で成立したことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は、従来の 32.1％から平成 29 年２月１日に開始する連結会計年度及び平成 30 年２月１日に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異については 30.7％に、平成 31 年２月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異

については 30.5％に変更となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 909 百万円減少し、法人税等調整額が 2,204

百万円、その他有価証券評価差額金が 787 百万円、退職給付に係る調整累計額が 506 百万円、それぞれ増加しています。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 
 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務  （単位：百万円）

 担保に供している資産 担保に係る債務 

 種   類 期末帳簿価額 内   容 期末残高 

 投資有価証券 1,226 当社出資会社の債務 － 

 分譲建物、分譲土地 94,601 金融機関からの借入れ 
定期借地権設定預り保証金 

56,719 
25 

 建物 510 長期預り敷金保証金 180 

 土地 2,970 定期借地権設定預り保証金 
取引先の銀行借入 

1,078 
198 

 合計 99,310 合計 58,202 

（注）上記のほか、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、現金、有価証券及び投資有価証券 6,631

百万円を供託しています。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 237,919 百万円 

 

(3) 保証債務 
①住宅ローン利用者のための借入保証債務 102,605 百万円 

②取引先の銀行借入に対する物上保証 198 百万円 

③取引先の銀行借入に対する保証債務  172 百万円 
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（追加情報） 
資産の保有目的の変更 

前連結会計年度末においてたな卸資産に計上していた販売用不動産 10,270 百万円を固定資産に振替しています。また、前連結

会計年度末において固定資産に計上していた投資不動産等 50,238 百万円をたな卸資産に振替しています。 

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 
(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 709,683,466 株 
 
(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

イ 平成 28 年４月 27 日開催の第 65 回定時株主総会決議による配当に関する事項 
・配当金の総額 18,932 百万円 
・１株当たり配当額 27 円 
・基準日 平成 28 年１月 31 日 
・効力発生日 平成 28 年４月 28 日 

ロ 平成 28 年９月８日開催の取締役会決議による配当（中間配当）に関する事項 
・配当金の総額 22,154 百万円 
・１株当たり配当額 32 円 
・基準日 平成 28 年７月 31 日 
・効力発生日 平成 28 年９月 30 日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 
平成 29 年４月 27 日開催予定の第 66 回定時株主総会において次のとおり付議します。 

・配当金の総額 22,088 百万円 
・配当の原資 利益剰余金 
・１株当たり配当額 32 円 
・基準日 平成 29 年１月 31 日 
・効力発生日 平成 29 年４月 28 日 

 
(3) 当連結会計年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式                             844,000 株 

 

４．金融商品に関する注記 
 
(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については金融機関からの借入による間接金

融のほか、社債の発行等による直接金融により行っています。デリバティブ取引については、投機的な取引は行わない方針で

す。 
② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されています。 
有価証券及び投資有価証券は、主に株式、満期保有目的の債券、譲渡性預金及び組合出資金等であり、発行体の信用リスク及

び市場価格の変動リスクに晒されています。 
営業債務である支払手形・電子記録債務及び工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。 
借入金及び社債は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目的としています。借入金については変動金利による調達

のため、金利変動リスクに晒されています。 
デリバティブ取引は、輸出入取引及び在外子会社への投融資等に係る外貨建債権債務を対象とした先物為替予約取引及び通貨

スワップ取引のほか、借入金に係る支払金利変動リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関

するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１．連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項に関する注記 (4) 会計方針 ⑦ 重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

当該リスクに関しては、当社経理財務部、各社経理主管部門及び各事業所の管理部門が回収状況をモニタリングし、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。 

デリバティブ取引の実行及び管理は社内規程で定められた範囲内で行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、

信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関の中で分散して取引を行っています。 

ロ 市場リスク（株価及び金利等の変動リスク）の管理 



- 7 - 

 

当該リスクに関し、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しています。 

ハ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社経理財務部及び各社財務主管部門において、各事業所からの報告に基づき適時に資金計画を作成・更新するとともに、

手元流動性を維持することにより流動性リスクを管理しています。さらに、コミットメントライン・社債発行枠の設定等に

より安定的に資金調達を行うための複数の手段を確保しています。また、連結子会社に対しては、キャッシュマネジメント

システム等により機動的に資金を供給できる体制をとっています。 

ニ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する

こともあります。 

また、「(2) 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデ

リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 
平成 29 年１月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含めていません（（注２）をご参照下さい。）。 

    （単位：百万円）

  連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

 (1) 現金預金 212,808 212,808 － 

 (2) 受取手形・完成工事未収入金 49,031   

 貸倒引当金（※１） △284   

  48,747 48,747 － 

 (3) 有価証券及び投資有価証券    

 ① 満期保有目的の債券 1,988 1,994 5 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 3,388 2,043 △1,344 

 ③ その他有価証券 90,563 90,563 － 

 資産 計 357,496 356,157 △1,338 

 (1) 支払手形・工事未払金 108,835 108,835 － 

 (2) 電子記録債務 70,202 70,202 － 

 (3) 短期借入金  150,863 150,863 － 

 (4) 社債 170,000 168,912 △1,088 

 (5) 長期借入金 130,729 130,728 △1 

 負債 計 630,631 629,542 △1,089 

 デリバティブ取引（※２） 328 328 － 

（※１）受取手形・完成工事未収入金については、貸倒引当金を控除しています。 
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。 
 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 
(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 
(3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価は、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によってい

ます。 
 

負債 
(1) 支払手形・工事未払金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 
(4) 社債 

社債の時価は市場価格に基づき算定しています。 
(5) 長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

また、固定金利によるものの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しています。 



- 8 - 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっています。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （単位：百万円）

 区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

 非上場株式 50,810 

 匿名組合出資金 2,356 

 優先出資証券 999 

 特定目的会社に対する出資金 590 

 非上場債券 120 

 投資事業有限責任組合出資金 97 

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要すると見込まれます。

したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含

めていません。 

 

（注３）社債及び長期借入金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内償還予定の社債及び１年内返済予定の長期借入

金を含めています。 

 

５．賃貸等不動産に関する注記 

 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 
当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸住宅や賃貸オフィスビル等を有しています。 

 

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項 
 （単位：百万円）
 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 

 475,235 540,847 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件につ

いては「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額です。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

 

(1) １株当たり純資産額 1,598 円 90 銭 

 

(2) １株当たり当期純利益 175 円 48 銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

 

(1) 連結子会社による持分取得 

当社は、当社の完全子会社、Sekisui House US Holdings, LLC（以下、セキスイハウス US ホールディングス社）の完全子会社で

ある SH Residential Holdings, LLC（以下、SH レジデンシャル・ホールディングス社）が、同社の完全子会社である Crayon Special 

Vehicle-I, LLC と合併させるスキームにより、米国において戸建住宅事業を行う Woodside Homes Company, LLC（以下、ウッド

サイド・ホームズ社。合併では同社が存続会社となります。） の持分の全部を取得し完全子会社化するとともに、当社の完全子会

社である NORTH AMERICA SEKISUI HOUSE, LLC （以下、ノースアメリカセキスイハウス社）を、セキスイハウス US ホー

ルディングス社の完全子会社とする再編を行うことについて、平成 29 年２月 22 日開催の取締役会において決議し、合併契約を締結

しました。 

上記に伴い、ノースアメリカセキスイハウス社については、当社が同社に対し保有する持分の全部を、平成 29 年２月 23 日（米国時

間２月 22 日）に現物出資することでセキスイハウス US ホールディングス社の完全子会社としました。さらに、平成 29 年３月１

日（米国時間２月 28 日）に実施されたウッドサイド・ホームズ社の持分取得の資金の一部に充てるため、当社はセキスイハウス US 

ホールディングス社に平成 29 年２月 28 日（米国時間２月 27 日）増資を行い、同社は SH レジデンシャル・ホールディングス社に

同日増資をしました。  
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①持分取得の目的 

米国の住宅市場は、失業率の低下、賃金の上昇、あるいは歴史的にみれば依然として低い住宅ローン金利水準等の影響を受け、郊

外における戸建住宅に対する需要が今後本格化していくと考えられ、当社の国際事業において最も注力すべき市場の一つと位置付

けています。また、当社は国内において社会問題解決の一端を住宅で担うべく、環境配慮型住宅の開発・普及に努め、ネット・ゼ

ロ・エネルギー住宅（ZEH）を主力商品に据え、将来に亘り付加価値が高まる住宅の供給を行ってきましたが、米国においても

カリフォルニア州が 2020 年までに新築の戸建住宅をすべて ZEH とすることを求める規制を導入する見通しであり、日本と同様

にサステナブルな住環境に対する関心・支持が急速に高まっています。  

このような米国における市場環境が、当社の環境技術を活かしたビジネスを展開する絶好の機会であるととらえ、 この度住宅販

売事業に参入することとしました。この参入に当たり、長年に亘り、複数地域に同一のプラットフォームにおいて統一されたブラ

ンドで事業を展開し、安定的な収益基盤を確立しているウッドサイド・ホームズ社と連携し、まずは本社のあるユタ州や主力の事

業展開領域であるカリフォルニア州等米国西部を中心に事業展開を図ることとしました。ウッドサイド・ホームズ社は、米国西部

を中心として住宅販売事業を展開し、創立以来、累計で４万戸以上の住宅を販売しており、同地域における大手ホームビルダーの

１社となります。顧客の多様性に応じた幅広い商品ラインナップを有していることに加えて、環境に配慮した住宅の販売も行って

おり、両社の経験とノウハウを活かして米国事業の拡大を図ります。 

 
②持分取得の相手先の名称 

Oaktree AC Invest Co 3, L.P.他（計４投資口。以下、まとめて Oaktree）、Stonehill Institutional Partners, L.P.（以下、

Stonehill）及びその他投資家 12 投資口となります。主要出資者の Oaktree と Stonehill の２社は、いずれも米国のプライベート

エクイティファンドです。各社の概要につきましては、相手先の要請により非開示としています。なお、当社と当該相手先との間

に、資本関係・人的関係・取引関係において特筆すべき関係はありません。 

 
③買収する会社の名称、事業内容、規模 

イ 名称     Woodside Homes Company, LLC  

ロ 事業内容   戸建住宅事業及びその関連事業を営む会社の持分を保有するホールディング会社 

ハ 規模    連結純資産 340 百万米ドル、連結総資産 831 百万米ドル（2015 年 12 月期） 

 
④持分取得の時期 

平成 29 年３月１日（米国時間２月 28 日） 

 
⑤取得する出資持分の数、取得価額及び取得後の持分比率 

イ 取得出資持分数   21,549,342.22 個 

ロ 取得価額      468 百万米ドル（合併対価及びアドバイザリー費用等概算額） 

ハ 取得後の持分比率  100.0％ 

 
⑥支払資金の調達方法 

短期社債及び借入金 
 
 

(2) 自己株式の消却 

当社は、平成 29 年３月９日開催の取締役会において、会社法第 178 条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議しました。 

 
①消却の理由 

   発行済株式数の減少を通じ資本効率の向上及び株主価値の向上を図るため。 

 

 ②消却の方法 

  利益剰余金からの減額 

 

 ③消却する株式の種類 

  当社普通株式 

 

 ④消却する株式の総数 

  19,000,000 株（消却前の発行済株式総数に対する割合 2.68％） 

 

 ⑤消却予定日 

  平成 29 年４月 28 日 
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 ⑥消却後の発行済株式総数 

  690,683,466 株 

 

上記自己株式の消却は、平成 29 年４月 27 日開催予定の当社定時株主総会において、別途積立金の取崩しについて承認を得ることを

条件として実施します。 

 
───────────────────────────────────────────── 

（注）連結計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅲ．計算書類の個別注記表 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券 

満期保有目的の債券………………………………………………………………………………………償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式……………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの………………………………………………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…………………………………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

② デリバティブ………………………………………………………………………………………………………………時価法 

③ たな卸資産 

未成工事支出金、分譲建物、分譲土地、未成分譲土地……………………………………………個別法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

半製品及び仕掛品、原材料及び貯蔵品…………………………………………………………移動平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産（リース資産を除く）……建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用しています。な

お、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基

準によっています。但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しています。 

リ ー ス 資 産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。なお、リース取引開始日が平成

21 年１月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を採用しています。 

 

(3) 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞 与 引 当 金……従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上してい

ます。 

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

 

完 成 工 事補 償引 当 金……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、過去の完成工事及び分譲建

物に係る補修費等の実績を基準として計上しています。 

退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。なお、退職給付見込額の期間帰属方法、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用

処理方法は以下のとおりです。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については給付算定式基準によっています。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処

理することとしています。また、過去勤務費用については、５年による定額法により按分

した額を発生した事業年度より費用処理することとしています。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 
① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 
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② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。 

 

(5) ヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引及び通貨スワップ取引については、振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用しています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約取引及び通貨スワップ取引をヘッジ手段としています。 

③ ヘッジ方針 

為替の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は外貨建取引高の範囲内に限

定しています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有

効性評価を省略しています。 

 

(6) 消費税等の会計処理  
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。なお、控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としてい

ます。 

 

(7) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

 
２．会計方針の変更に関する事項 
 

 平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平

成 28 年６月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しています。 

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微です。 

   

３．貸借対照表に関する注記 
   
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務  （単位：百万円）  
 担保に供している資産 担保に係る債務 

 種   類 期末帳簿価額 内   容 期末残高 

 投資有価証券 320 当社出資会社の債務 － 

 その他の関係会社有価証券 1,244 
合同会社サンシャインエナジー 
湧水（関係会社）の債務 

－ 

 土地 2,779 定期借地権設定預り保証金 1,078 

 合計 4,343 合計 1,078 

（注）上記のほか、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、現金、有価証券及び投資有価証券 5,609

百万円を供託しています。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 191,962 百万円 
 

(3) 保証債務 
① 住宅ローン利用者のための借入保証債務 101,266 百万円 

② 関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務残高 153,279 百万円 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 10,031 百万円 

長期金銭債権 46,026 百万円 

短期金銭債務 128,630 百万円 

（追加情報） 
資産の保有目的の変更 
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前事業年度末において固定資産に計上していた投資不動産等 47,634 百万円をたな卸資産に振替しています。 

 
４．損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 
売上高 31,646 百万円 

仕入高 243,651 百万円 

営業取引以外の取引 20,800 百万円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 
  

自己株式の種類及び数に関する事項 

 株式の種類 普通株式  

 前事業年度末株式数 8,490,264株  

 増加株式数 12,105,803株  

 減少株式数 1,166,642株  

 当事業年度末株式数 19,429,425株  

（注）１．増加株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加  8,403 株 

会社法第 165 条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得による増加 

12,097,400 株 

２．減少株式数の内訳 

単元未満株式の売渡による減少 229 株 

ストックオプション行使による減少 25,000 株 

2016 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の転換による減少 1,141,413 株 

 

６．税効果会計に関する注記 
 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 繰延税金資産  

 販売用不動産評価損 13,337百万円 

 退職給付引当金 12,638百万円 

 賞与引当金 6,163百万円 

 減損損失累計額 5,620百万円 

 投資有価証券評価損 2,717百万円 

 子会社株式評価損 2,473百万円 

 未払事業税 894百万円 

 未払社会保険料 881百万円 

 その他 3,682百万円 

 繰延税金資産小計 48,407百万円 

 評価性引当額 △9,766百万円 

 繰延税金資産合計 38,641百万円 

   

 繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △15,017百万円 

 その他 △584百万円 

 繰延税金負債合計 △15,602百万円 

 繰延税金資産と繰延税金負債の純額 23,038百万円 

（注）１．評価性引当額の主なものは、投資有価証券評価損及び減損損失累計額のうちスケジューリング不能と判断したものです。 

２．当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。 

流動資産－繰延税金資産 22,651 百万円 

固定資産－繰延税金資産 387 百万円 

 

 

(2) 法人税等の税率の変更等による影響 
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成 28 年
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法律第 13 号）が平成 28 年３月 29 日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費

税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 85 号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図

る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成 28 年

法律第 86 号）が平成 28 年 11 月 18 日に国会で成立したことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は、従来の 32.1％から平成 29 年２月１日に開始する事業年度及び平成 30 年２月１日に開始する事業年度に解消が見込

まれる一時差異については 30.7％に、平成 31 年２月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については

30.5％に変更となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 1,096 百万円減少し、法人税等調整額が

1,884 百万円、その他有価証券評価差額金が 787 百万円、それぞれ増加しています。 

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 
当社は、業務用サーバ、業務用車輛等について、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており、このうち、リース

取引開始日が平成 21 年１月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 
 

（1）子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

子会社 
積水置業（無錫） 
有限公司 

（所有） 
直接 

100％ 
兼務 

同社の発行
する社債の
引受 

社債の引受 
（注１） 

17,130 
関係会社 

社債 
（注１） 

16,600 

子会社 
ＮＯＲＴＨ ＡＭＥＲＩＣＡ
ＳＥＫＩＳＵＩＨＯＵＳＥ， 
ＬＬＣ 

（所有） 
直接 

100％ 
兼務 同社の行う

増資の引受 
（注２） 

増資の引受 
30,173 ― ― 

子会社 
ＮＡＳＨ 
Ｆｉｎａｎｃｉｎｇ, 
ＬＬＣ 

（所有） 
間接 

100％ 
兼務 

同社の借入
金に対する
債務保証 

債務保証 147,966 ― ― 

（注１）取引金額には為替差損益が含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。また社債の利率については、市場

金利を勘案して合理的に決定しています。 

（注２）増資の引受については、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。 

 

（2）役員及び個人主要株主等 

種類 氏名又は 
会社等の名称 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（百万円） 

科目 期末残高 
（百万円） 

役員 和田勇 
（被所有） 
直接 

0.04％ 

当社 
代表取締役 
会長 

（注１） 
マンションの販売 ― 前受金 15 

住宅改装の請負 11 ― ― 

役員の 
近親者 

吉田憲五の 
近親者 

― ― 住宅建築の請負 35 ― ― 

（注１）マンションは現在建築中であり、引渡は平成 30 年を予定しています。 

（注２）マンションの販売、住宅改装及び住宅建築の請負の価格については、一般的取引条件と同様に決定しています。 
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９．１株当たり情報に関する注記 
 

(1) １株当たり純資産額 1,163 円 95 銭 
 

(2) １株当たり当期純利益 108 円 86 銭 

 

１０．重要な後発事象に関する注記 
 

(1) 連結子会社による持分取得 

当社は、当社の完全子会社、Sekisui House US Holdings, LLC（以下、セキスイハウス US ホールディングス社）の完全子会社で

ある SH Residential Holdings, LLC（以下、SH レジデンシャル・ホールディングス社）が、同社の完全子会社である Crayon Special 

Vehicle-I, LLC と合併させるスキームにより、米国において戸建住宅事業を行う Woodside Homes Company, LLC（以下、ウッド

サイド・ホームズ社。合併では同社が存続会社となります。） の持分の全部を取得し完全子会社化するとともに、当社の完全子会

社である NORTH AMERICA SEKISUI HOUSE, LLC （以下、ノースアメリカセキスイハウス社）を、セキスイハウス US ホー

ルディングス社の完全子会社とする再編を行うことについて、平成 29 年２月 22 日開催の取締役会において決議し、合併契約を締結

しました。 

上記に伴い、ノースアメリカセキスイハウス社については、当社が同社に対し保有する持分の全部を、平成 29 年２月 23 日（米国時

間２月 22 日）に現物出資することでセキスイハウス US ホールディングス社の完全子会社としました。さらに、平成 29 年３月１

日（米国時間２月 28 日）に実施されたウッドサイド・ホームズ社の持分取得の資金の一部に充てるため、当社はセキスイハウス US 

ホールディングス社に平成 29 年２月 28 日（米国時間２月 27 日）増資を行い、同社は SH レジデンシャル・ホールディングス社に

同日増資をしました。  

詳細につきましては、「連結計算書類の連結注記表 ７．重要な後発事象に関する注記をご参照ください。 

 

 

 (2) 自己株式の消却 

当社は、平成 29 年３月９日開催の取締役会において、会社法第 178 条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議しました。 

 

①消却の理由 

発行済株式数の減少を通じ資本効率の向上及び株主価値の向上を図るため。 
 

②消却の方法 

利益剰余金からの減額 
 

③消却する株式の種類 

当社普通株式 
 

④消却する株式の総数 

19,000,000 株（消却前の発行済株式総数に対する割合 2.68％） 
 

⑤消却予定日 

平成 29 年４月 28 日 
 

⑥消却後の発行済株式総数 

690,683,466 株 

上記自己株式の消却は、平成 29 年４月 27 日開催予定の当社定時株主総会において、別途積立金の取崩しについて承認を得ることを

条件として実施します。 
────────────────────────────────────────────── 
（注）計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 


